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⾷をめぐる現状

●朝⾷⽋⾷率の推移（和歌⼭県）
朝⾷⽋⾷率は、３０歳代の男性が最も⾼く、男⼥とも２０歳代〜４０歳代は⽐較的⾼

くなっています。

資料：県⺠健康・栄養調査

●⼩学⽣、中学⽣、⾼校⽣の朝⾷⽋⾷率（和歌⼭県）
朝⾷⽋⾷率は、⼩学⽣よりも中学⽣で、また、中学⽣よりも⾼校⽣で⾼くなっていま

す。

資料：和歌⼭県 児童⽣徒の体⼒運動能⼒調査
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●学校給⾷実施状況（和歌⼭県・全国）
給⾷実施率（学校数の割合）は年々上昇していますが、⼩学校、中学校とも全国平均

より低い状況となっています。

資料：⽂部科学省 学校基本調査

●県外⼤学・短⼤への進学者の割合
本県は、県外の⼤学・短⼤への進学率が全国第１位となっています。このため、⾼等

学校を卒業するまでに望ましい⾷習慣を⾝に付ける必要があります。

資料：和歌⼭県 平成28年度指標からみた和歌⼭県のすがた
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●メタボリックシンドロームの状況（和歌⼭県）
メタボリックシンドロームが強く疑われる者とその予備軍と考えられる者を合わせた

割合は、男性で51.4％、⼥性で14.3％となっており、40歳以上で⾼くなっています。

資料：平成28年県⺠健康・栄養調査

●年代別の野菜摂取量の状況（和歌⼭県・全国）
本県の野菜摂取量は、全国平均とほぼ同じですが、成⼈平均摂取量は257.7ｇと、⽬

標としている「350ｇ以上」を下回っています。
40歳代以下の世代の摂取量が低くなっています。

資料：平成28年県⺠健康・栄養調査、平成28年国⺠健康・栄養調査
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●年代別の果物摂取量の状況（和歌⼭県・全国）
本県の果物摂取量は、全国平均よりも⾼い状況にありますが、成⼈平均摂取量は117.

4gと、⽬標としている「２００ｇ」を下回っています。
若い世代ほど摂取量が低くなっています。

資料：平成28年県⺠健康・栄養調査、平成28年国⺠健康・栄養調査

●共⾷率の推移（和歌⼭県）
家族や友⼈と⼀緒にたのしくゆっくり⾷事をしている県⺠の割合は、ほぼ横ばいの状

況です。

資料：県⺠健康・栄養調査
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●学校給⾷における地場産物活⽤の推移（和歌⼭県・全国）
本県の学校給⾷における地場産物の活⽤状況は、全国平均よりも⾼い傾向にあります

が、農林⽔産業が盛んな本県においては、より⼀層の活⽤率の向上が望まれます。

資料：⽂部科学省 学校給⾷栄養報告

●⾷品ロス率の推移（全国）
⾷品ロス率は、ほぼ横ばいの状況にあります。
⾷品の購⼊量や調理する量を適正にしたり、保存⽅法や取扱等に配慮することで廃棄

量のさらなる低減が期待できます。

資料：農林⽔産省統計部「平成26年度 ⾷品ロス統計調査報告（世帯調査）」
※過剰除去とは、調理時におけるだいこんの⽪の厚むきなど、不可⾷部分を除去する際に過剰に除去した可⾷部分。

※直接廃棄とは、賞味期限切れ等により使⽤・提供されずにそのまま廃棄したもの。
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●「⾷⽂化や地域の産物を活かし、ときにはあたらしい料理も」の実践度
⾷⽂化の継承に向けた実践度について、ほとんどまたは、おおむねできているを合わ

せると、男⼥とも約半数となっています。

資料：平成28年度県果樹園芸課データ
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⽤語解説

（五⼗⾳順）

●栄養教諭
平成１７年度に⽂部科学省において創設された、児童⽣徒の栄養指導及び管理をつ

かさどる教育職員で、学校における⾷育の推進について中⼼的な役割を担う。

●噛ミング30（カミングサンマル）
ゆっくりよく噛んで⾷べるため、ひとくち30回以上噛むことを⽬標としたキャッ

チフレーズ。

●共⾷
共に⽣活している⼈々と⾷⾏動を共にすることを指す。家族と⾷事を共にする「共

⾷」は、⾷を通じた家族とのコミュニケーションを深め、はしの持ち⽅といった⾷事
のマナー、⾷べ物を⼤切にする⼼など様々なことを学ぶ時間でもある。

●⾷⽣活改善推進員
昭和３０年以降、「私たちの健康は私たちの⼿で」をスローガンに、⾷を通した健

康づくり活動を地域において推進しているボランティア組織団体。

●⾷⽣活指針
１０項⽬から構成される⾷⽣活に関する指針で、平成１２年３⽉、当時の⽂部省、

厚⽣省、農林⽔産省が国⺠の健康の増進、⽣活の質の向上及び⾷料の安定供給の確保
を図るために策定されたもの。(平成28年6⽉⼀部改正）
１０項⽬とは以下のとおり。
①⾷事を楽しみましょう。
②1⽇の⾷事のリズムから、健やかな⽣活リズムを。
③適度な運動とバランスのよい⾷事で、適正体重の維持を。
④主⾷、主菜、副菜を基本に、⾷事のバランスを。
⑤ごはんなどの穀類をしっかりと。
⑥野菜・果物、⽜乳・乳製品、⾖類、⿂なども組み合わせて。
⑦⾷塩は控えめに、脂肪は質と量を考えて。
⑧⽇本の⾷⽂化や地域の産物を活かし、郷⼟の味の継承を。
⑨⾷料資源を⼤切に、無駄や廃棄の少ない⾷⽣活を。
⑩「⾷」に関する理解を深め、⾷⽣活を⾒直してみましょう。

-23- -24-



●⾷品ロス
⾷べられるのに捨てられてしまう⾷品をいう。⾷品ロスを削減して、⾷品廃棄物の

発⽣を減らしていくことが重要である。２０１５年９⽉の国連総会において採択され
たSDGｓ（持続可能な開発⽬標）⽬標１２の「持続可能な⽣産消費形態を確保する。」
の中で、ターゲットとして「⾷品ロスを減少させる。」と謳われている。

●⽣活習慣病
⽇常の⽣活習慣によって引き起こされる病気の総称。⾷習慣・運動習慣・休養・喫

煙・飲酒等の⽣活習慣が病気の発症・進⾏に関与する疾患群で、「がん」、「脳卒中」、
「⼼臓病」が３⼤⽣活習慣病といわれ、他に⾼脂⾎症、糖尿病、⾼⾎圧なども含まれ
る。

●地産地消
地域で⽣産された⾷料（農林⽔産物）を地域で消費すること。
地元で作られている農作物に親しみを持ち、⾷への関⼼・興味を⾼め、望ましい⾷

習慣の実践による健全な⾝体づくりの観点から、地産地消も⾷育の⼤切な取組のひと
つである。

●特定健康診査
⼀般には特定健診とよばれ、厚⽣労働省により、平成２０年４⽉から実施が義務づ

けられた、内臓脂肪型肥満に着⽬した健康診査。
実施の⽬的は、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）を対象に⽣活指導を

⾏い、⽣活習慣病を予防をすること。その背景には、⽣活習慣病の中でも、糖尿病、
⾼⾎圧症、⾼脂⾎症等が肥満と密接な関係にあることを掲げている。特定健診の対象
者は､実施年度中に４０歳〜７４歳になる者で､健康保険に加⼊している⼈が対象とな
る｡

●⽇本型⾷⽣活
⽇本の気候⾵⼟に適した⽶（ごはん）を中⼼に、⿂や⾁、野菜、海藻、⾖類などの

多様なおかずを組み合わせて⾷べる⾷⽣活のこと。
栄養バランスに優れているだけでなく、⽇本各地で⽣産される農林⽔産物を多彩に

盛り込んでいるのが特徴。
このため、「⽇本型⾷⽣活」を実践していくことは、⾷料⾃給率の向上や各地で古

くから育まれてきた貴重な⾷⽂化の継承にもつながることが期待される。

●フードバンク
安全に⾷べられるのに包装の破損や過剰在庫、印字ミスなどの理由で、流通に出す
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ことができない⾷品を企業などから寄贈していただき、必要としている施設や団体、
困窮世帯に無償で提供する活動。
この他に、家庭で余っている⾷品を地域のイベントや学校、職場等に持ち寄り、そ

れを必要としている福祉団体、施設等に寄付する「フードドライブ」という活動もあ
ります。

●わかやま⾷育応援隊
学校や地域で料理講習や農漁業体験等の指導を⾏う県登録の⾷育指導者で、個⼈、

団体、企業の登録がある。

●わかやま⾷の安全サポーター
県内各地域において、県⺠の⾷への関⼼を⾼め、⾷の安全や⾷⽣活の改善に関する

知識等の普及を図るとともに、県⺠からいただいたご意⾒等を⾷の安全施策に反映さ
せるため、平成１６年度に創設した制度。

●和歌⼭版「⾷事バランスガイド」
健康で豊かな⾷⽣活の実現を⽬的に策定された「⾷⽣活指針」（平成12年3⽉）を

具体的に⾏動に結びつけるものとして、平成17年6⽉に農林⽔産省と厚⽣労働省によ
り決定された「⾷事バランスガイド」に基づき和歌⼭の⾷材や郷⼟料理を⽇常の⾷事
に活⽤できるよう策定。
1⽇に「何を」「どれだけ」⾷べたら良いかをコマ形で⽰したもので、これらのバ

ランスが悪いとコマが倒れてしまうことを表現している。

る。
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⾷育基本法（平成⼗七年六⽉⼗七⽇法律第六⼗三号）

最終改正：平成⼆七年九⽉⼀⼀⽇法律第六六号

前⽂
第⼀章 総則（第⼀条―第⼗五条）
第⼆章 ⾷育推進基本計画等（第⼗六条―第⼗⼋条）
第三章 基本的施策（第⼗九条―第⼆⼗五条）
第四章 ⾷育推進会議等（第⼆⼗六条―第三⼗三条）
附則

⼆⼗⼀世紀における我が国の発展のためには、⼦どもたちが健全な⼼と⾝体を培い、未来や国際社会に向かって⽻ばたく
ことができるようにするとともに、すべての国⺠が⼼⾝の健康を確保し、⽣涯にわたって⽣き⽣きと暮らすことができるよ
うにすることが⼤切である。
⼦どもたちが豊かな⼈間性をはぐくみ、⽣きる⼒を⾝に付けていくためには、何よりも「⾷」が重要である。今、改めて、

⾷育を、⽣きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となるべきものと位置付けるとともに、様々な経験を通じ
て「⾷」に関する知識と「⾷」を選択する⼒を習得し、健全な⾷⽣活を実践することができる⼈間を育てる⾷育を推進する
ことが求められている。もとより、⾷育はあらゆる世代の国⺠に必要なものであるが、⼦どもたちに対する⾷育は、⼼⾝の
成⻑及び⼈格の形成に⼤きな影響を及ぼし、⽣涯にわたって健全な⼼と⾝体を培い豊かな⼈間性をはぐくんでいく基礎とな
るものである。
⼀⽅、社会経済情勢がめまぐるしく変化し、⽇々忙しい⽣活を送る中で、⼈々は、毎⽇の「⾷」の⼤切さを忘れがちであ

る。国⺠の⾷⽣活においては、栄養の偏り、不規則な⾷事、肥満や⽣活習慣病の増加、過度の痩⾝志向などの問題に加え、
新たな「⾷」の安全上の問題や、「⾷」の海外への依存の問題が⽣じており、「⾷」に関する情報が社会に氾濫する中で、
⼈々は、⾷⽣活の改善の⾯からも、「⾷」の安全の確保の⾯からも、⾃ら「⾷」のあり⽅を学ぶことが求められている。ま
た、豊かな緑と⽔に恵まれた⾃然の下で先⼈からはぐくまれてきた、地域の多様性と豊かな味覚や⽂化の⾹りあふれる⽇本
の「⾷」が失われる危機にある。
こうした「⾷」をめぐる環境の変化の中で、国⺠の「⾷」に関する考え⽅を育て、健全な⾷⽣活を実現することが求めら

れるとともに、都市と農⼭漁村の共⽣・対流を進め、「⾷」に関する消費者と⽣産者との信頼関係を構築して、地域社会の
活性化、豊かな⾷⽂化の継承及び発展、環境と調和のとれた⾷料の⽣産及び消費の推進並びに⾷料⾃給率の向上に寄与する
ことが期待されている。
国⺠⼀⼈⼀⼈が「⾷」について改めて意識を⾼め、⾃然の恩恵や「⾷」に関わる⼈々の様々な活動への感謝の念や理解を

深めつつ、「⾷」に関して信頼できる情報に基づく適切な判断を⾏う能⼒を⾝に付けることによって、⼼⾝の健康を増進す
る健全な⾷⽣活を実践するために、今こそ、家庭、学校、保育所、地域等を中⼼に、国⺠運動として、⾷育の推進に取り組
んでいくことが、我々に課せられている課題である。さらに、⾷育の推進に関する我が国の取組が、海外との交流等を通じ
て⾷育に関して国際的に貢献することにつながることも期待される。
ここに、⾷育について、基本理念を明らかにしてその⽅向性を⽰し、国、地⽅公共団体及び国⺠の⾷育の推進に関する取

組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。

第⼀章 総則

（⽬的）
第⼀条 この法律は、近年における国⺠の⾷⽣活をめぐる環境の変化に伴い、国⺠が⽣涯にわたって健全な⼼⾝を培い、
豊かな⼈間性をはぐくむための⾷育を推進することが緊要な課題となっていることにかんがみ、⾷育に関し、基本理念を
定め、及び国、地⽅公共団体等の責務を明らかにするとともに、⾷育に関する施策の基本となる事項を定めることにより、
⾷育に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわたる健康で⽂化的な国⺠の⽣活と豊かで活⼒あ
る社会の実現に寄与することを⽬的とする。

（国⺠の⼼⾝の健康の増進と豊かな⼈間形成）
第⼆条 ⾷育は、⾷に関する適切な判断⼒を養い、⽣涯にわたって健全な⾷⽣活を実現することにより、国⺠の⼼⾝の健康
の増進と豊かな⼈間形成に資することを旨として、⾏われなければならない。

（⾷に関する感謝の念と理解）
第三条 ⾷育の推進に当たっては、国⺠の⾷⽣活が、⾃然の恩恵の上に成り⽴っており、また、⾷に関わる⼈々の様々な活
動に⽀えられていることについて、感謝の念や理解が深まるよう配慮されなければならない。

（⾷育推進運動の展開）
第四条 ⾷育を推進するための活動は、国⺠、⺠間団体等の⾃発的意思を尊重し、地域の特性に配慮し、地域住⺠その他の
社会を構成する多様な主体の参加と協⼒を得るものとするとともに、その連携を図りつつ、あまねく全国において展開さ
れなければならない。

（⼦どもの⾷育における保護者、教育関係者等の役割）
第五条 ⾷育は、⽗⺟その他の保護者にあっては、家庭が⾷育において重要な役割を有していることを認識するとともに、
⼦どもの教育、保育等を⾏う者にあっては、教育、保育等における⾷育の重要性を⼗分⾃覚し、積極的に⼦どもの⾷育の
推進に関する活動に取り組むこととなるよう、⾏われなければならない。
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（⾷に関する体験活動と⾷育推進活動の実践）
第六条 ⾷育は、広く国⺠が家庭、学校、保育所、地域その他のあらゆる機会とあらゆる場所を利⽤して、⾷料の⽣産から
消費等に⾄るまでの⾷に関する様々な体験活動を⾏うとともに、⾃ら⾷育の推進のための活動を実践することにより、⾷
に関する理解を深めることを旨として、⾏われなければならない。

（伝統的な⾷⽂化、環境と調和した⽣産等への配意及び農⼭漁村の活性化と⾷料⾃給率の向上への貢献）
第七条 ⾷育は、我が国の伝統のある優れた⾷⽂化、地域の特性を⽣かした⾷⽣活、環境と調和のとれた⾷料の⽣産とその
消費等に配意し、我が国の⾷料の需要及び供給の状況についての国⺠の理解を深めるとともに、⾷料の⽣産者と消費者と
の交流等を図ることにより、農⼭漁村の活性化と我が国の⾷料⾃給率の向上に資するよう、推進されなければならない。

（⾷品の安全性の確保等における⾷育の役割）
第⼋条 ⾷育は、⾷品の安全性が確保され安⼼して消費できることが健全な⾷⽣活の基礎であることにかんがみ、⾷品の安
全性をはじめとする⾷に関する幅広い情報の提供及びこれについての意⾒交換が、⾷に関する知識と理解を深め、国⺠の
適切な⾷⽣活の実践に資することを旨として、国際的な連携を図りつつ積極的に⾏われなければならない。

（国の責務）
第九条 国は、第⼆条から前条までに定める⾷育に関する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、⾷育の推進
に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地⽅公共団体の責務）
第⼗条 地⽅公共団体は、基本理念にのっとり、⾷育の推進に関し、国との連携を図りつつ、その地⽅公共団体の区域の特
性を⽣かした⾃主的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（教育関係者等及び農林漁業者等の責務）
第⼗⼀条 教育並びに保育、介護その他の社会福祉、医療及び保健（以下「教育等」という。）に関する職務に従事する者
並びに教育等に関する関係機関及び関係団体（以下「教育関係者等」という。）は、⾷に関する関⼼及び理解の増進に果
たすべき重要な役割にかんがみ、基本理念にのっとり、あらゆる機会とあらゆる場所を利⽤して、積極的に⾷育を推進す
るよう努めるとともに、他の者の⾏う⾷育の推進に関する活動に協⼒するよう努めるものとする。

２ 農林漁業者及び農林漁業に関する団体（以下「農林漁業者等」という。）は、農林漁業に関する体験活動等が⾷に関す
る国⺠の関⼼及び理解を増進する上で重要な意義を有することにかんがみ、基本理念にのっとり、農林漁業に関する多様
な体験の機会を積極的に提供し、⾃然の恩恵と⾷に関わる⼈々の活動の重要性について、国⺠の理解が深まるよう努める
とともに、教育関係者等と相互に連携して⾷育の推進に関する活動を⾏うよう努めるものとする。

（⾷品関連事業者等の責務）
第⼗⼆条 ⾷品の製造、加⼯、流通、販売⼜は⾷事の提供を⾏う事業者及びその組織する団体（以下「⾷品関連事業者等」
という。）は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、⾃主的かつ積極的に⾷育の推進に⾃ら努めるとともに、国⼜
は地⽅公共団体が実施する⾷育の推進に関する施策その他の⾷育の推進に関する活動に協⼒するよう努めるものとする。

（国⺠の責務）
第⼗三条 国⺠は、家庭、学校、保育所、地域その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、⽣涯にわたり
健全な⾷⽣活の実現に⾃ら努めるとともに、⾷育の推進に寄与するよう努めるものとする。

（法制上の措置等）
第⼗四条 政府は、⾷育の推進に関する施策を実施するため必要な法制上⼜は財政上の措置その他の措置を講じなければな
らない。

（年次報告）
第⼗五条 政府は、毎年、国会に、政府が⾷育の推進に関して講じた施策に関する報告書を提出しなければならない。

第⼆章 ⾷育推進基本計画等

（⾷育推進基本計画）
第⼗六条 ⾷育推進会議は、⾷育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、⾷育推進基本計画を作成する
ものとする。

２ ⾷育推進基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
⼀ ⾷育の推進に関する施策についての基本的な⽅針
⼆ ⾷育の推進の⽬標に関する事項
三 国⺠等の⾏う⾃発的な⾷育推進活動等の総合的な促進に関する事項
四 前三号に掲げるもののほか、⾷育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

３ ⾷育推進会議は、第⼀項の規定により⾷育推進基本計画を作成したときは、速やかにこれを農林⽔産⼤⾂に報告し、及
び関係⾏政機関の⻑に通知するとともに、その要旨を公表しなければならない。

４ 前項の規定は、⾷育推進基本計画の変更について準⽤する。

（都道府県⾷育推進計画）
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第⼗七条 都道府県は、⾷育推進基本計画を基本として、当該都道府県の区域内における⾷育の推進に関する施策について
の計画（以下「都道府県⾷育推進計画」という。）を作成するよう努めなければならない。

２ 都道府県（都道府県⾷育推進会議が置かれている都道府県にあっては、都道府県⾷育推進会議）は、都道府県⾷育推進
計画を作成し、⼜は変更したときは、速やかに、その要旨を公表しなければならない。

（市町村⾷育推進計画）
第⼗⼋条 市町村は、⾷育推進基本計画（都道府県⾷育推進計画が作成されているときは、⾷育推進基本計画及び都道府県
⾷育推進計画）を基本として、当該市町村の区域内における⾷育の推進に関する施策についての計画（以下「市町村⾷育
推進計画」という。）を作成するよう努めなければならない。

２ 市町村（市町村⾷育推進会議が置かれている市町村にあっては、市町村⾷育推進会議）は、市町村⾷育推進計画を作成
し、⼜は変更したときは、速やかに、その要旨を公表しなければならない。

第三章 基本的施策

（家庭における⾷育の推進）
第⼗九条 国及び地⽅公共団体は、⽗⺟その他の保護者及び⼦どもの⾷に対する関⼼及び理解を深め、健全な⾷習慣の確⽴
に資するよう、親⼦で参加する料理教室その他の⾷事についての望ましい習慣を学びながら⾷を楽しむ機会の提供、健康
美に関する知識の啓発その他の適切な栄養管理に関する知識の普及及び情報の提供、妊産婦に対する栄養指導⼜は乳幼児
をはじめとする⼦どもを対象とする発達段階に応じた栄養指導その他の家庭における⾷育の推進を⽀援するために必要な
施策を講ずるものとする。

（学校、保育所等における⾷育の推進）
第⼆⼗条 国及び地⽅公共団体は、学校、保育所等において魅⼒ある⾷育の推進に関する活動を効果的に促進することによ
り⼦どもの健全な⾷⽣活の実現及び健全な⼼⾝の成⻑が図られるよう、学校、保育所等における⾷育の推進のための指針
の作成に関する⽀援、⾷育の指導にふさわしい教職員の設置及び指導的⽴場にある者の⾷育の推進において果たすべき役
割についての意識の啓発その他の⾷育に関する指導体制の整備、学校、保育所等⼜は地域の特⾊を⽣かした学校給⾷等の
実施、教育の⼀環として⾏われる農場等における実習、⾷品の調理、⾷品廃棄物の再⽣利⽤等様々な体験活動を通じた⼦
どもの⾷に関する理解の促進、過度の痩⾝⼜は肥満の⼼⾝の健康に及ぼす影響等についての知識の啓発その他必要な施策
を講ずるものとする。

（地域における⾷⽣活の改善のための取組の推進）
第⼆⼗⼀条 国及び地⽅公共団体は、地域において、栄養、⾷習慣、⾷料の消費等に関する⾷⽣活の改善を推進し、⽣活習
慣病を予防して健康を増進するため、健全な⾷⽣活に関する指針の策定及び普及啓発、地域における⾷育の推進に関する
専⾨的知識を有する者の養成及び資質の向上並びにその活⽤、保健所、市町村保健センター、医療機関等における⾷育に
関する普及及び啓発活動の推進、医学教育等における⾷育に関する指導の充実、⾷品関連事業者等が⾏う⾷育の推進のた
めの活動への⽀援等必要な施策を講ずるものとする。

（⾷育推進運動の展開）
第⼆⼗⼆条 国及び地⽅公共団体は、国⺠、教育関係者等、農林漁業者等、⾷品関連事業者等その他の事業者若しくはその
組織する団体⼜は消費⽣活の安定及び向上等のための活動を⾏う⺠間の団体が⾃発的に⾏う⾷育の推進に関する活動が、
地域の特性を⽣かしつつ、相互に緊密な連携協⼒を図りながらあまねく全国において展開されるようにするとともに、関
係者相互間の情報及び意⾒の交換が促進されるよう、⾷育の推進に関する普及啓発を図るための⾏事の実施、重点的かつ
効果的に⾷育の推進に関する活動を推進するための期間の指定その他必要な施策を講ずるものとする。

２ 国及び地⽅公共団体は、⾷育の推進に当たっては、⾷⽣活の改善のための活動その他の⾷育の推進に関する活動に携わ
るボランティアが果たしている役割の重要性にかんがみ、これらのボランティアとの連携協⼒を図りながら、その活動の
充実が図られるよう必要な施策を講ずるものとする。

（⽣産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等）
第⼆⼗三条 国及び地⽅公共団体は、⽣産者と消費者との間の交流の促進等により、⽣産者と消費者との信頼関係を構築し、
⾷品の安全性の確保、⾷料資源の有効な利⽤の促進及び国⺠の⾷に対する理解と関⼼の増進を図るとともに、環境と調和
のとれた農林漁業の活性化に資するため、農林⽔産物の⽣産、⾷品の製造、流通等における体験活動の促進、農林⽔産物
の⽣産された地域内の学校給⾷等における利⽤その他のその地域内における消費の促進、創意⼯夫を⽣かした⾷品廃棄物
の発⽣の抑制及び再⽣利⽤等必要な施策を講ずるものとする。

（⾷⽂化の継承のための活動への⽀援等）
第⼆⼗四条 国及び地⽅公共団体は、伝統的な⾏事や作法と結びついた⾷⽂化、地域の特⾊ある⾷⽂化等我が国の伝統のあ
る優れた⾷⽂化の継承を推進するため、これらに関する啓発及び知識の普及その他の必要な施策を講ずるものとする。

（⾷品の安全性、栄養その他の⾷⽣活に関する調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進）
第⼆⼗五条 国及び地⽅公共団体は、すべての世代の国⺠の適切な⾷⽣活の選択に資するよう、国⺠の⾷⽣活に関し、⾷品
の安全性、栄養、⾷習慣、⾷料の⽣産、流通及び消費並びに⾷品廃棄物の発⽣及びその再⽣利⽤の状況等について調査及
び研究を⾏うとともに、必要な各種の情報の収集、整理及び提供、データベースの整備その他⾷に関する正確な情報を迅
速に提供するために必要な施策を講ずるものとする。

２ 国及び地⽅公共団体は、⾷育の推進に資するため、海外における⾷品の安全性、栄養、⾷習慣等の⾷⽣活に関する情報
の収集、⾷育に関する研究者等の国際的交流、⾷育の推進に関する活動についての情報交換その他国際交流の推進のため
に必要な施策を講ずるものとする。

（⾷に関する体験活動と⾷育推進活動の実践）
第六条 ⾷育は、広く国⺠が家庭、学校、保育所、地域その他のあらゆる機会とあらゆる場所を利⽤して、⾷料の⽣産から
消費等に⾄るまでの⾷に関する様々な体験活動を⾏うとともに、⾃ら⾷育の推進のための活動を実践することにより、⾷
に関する理解を深めることを旨として、⾏われなければならない。

（伝統的な⾷⽂化、環境と調和した⽣産等への配意及び農⼭漁村の活性化と⾷料⾃給率の向上への貢献）
第七条 ⾷育は、我が国の伝統のある優れた⾷⽂化、地域の特性を⽣かした⾷⽣活、環境と調和のとれた⾷料の⽣産とその
消費等に配意し、我が国の⾷料の需要及び供給の状況についての国⺠の理解を深めるとともに、⾷料の⽣産者と消費者と
の交流等を図ることにより、農⼭漁村の活性化と我が国の⾷料⾃給率の向上に資するよう、推進されなければならない。

（⾷品の安全性の確保等における⾷育の役割）
第⼋条 ⾷育は、⾷品の安全性が確保され安⼼して消費できることが健全な⾷⽣活の基礎であることにかんがみ、⾷品の安
全性をはじめとする⾷に関する幅広い情報の提供及びこれについての意⾒交換が、⾷に関する知識と理解を深め、国⺠の
適切な⾷⽣活の実践に資することを旨として、国際的な連携を図りつつ積極的に⾏われなければならない。

（国の責務）
第九条 国は、第⼆条から前条までに定める⾷育に関する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、⾷育の推進
に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地⽅公共団体の責務）
第⼗条 地⽅公共団体は、基本理念にのっとり、⾷育の推進に関し、国との連携を図りつつ、その地⽅公共団体の区域の特
性を⽣かした⾃主的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（教育関係者等及び農林漁業者等の責務）
第⼗⼀条 教育並びに保育、介護その他の社会福祉、医療及び保健（以下「教育等」という。）に関する職務に従事する者
並びに教育等に関する関係機関及び関係団体（以下「教育関係者等」という。）は、⾷に関する関⼼及び理解の増進に果
たすべき重要な役割にかんがみ、基本理念にのっとり、あらゆる機会とあらゆる場所を利⽤して、積極的に⾷育を推進す
るよう努めるとともに、他の者の⾏う⾷育の推進に関する活動に協⼒するよう努めるものとする。

２ 農林漁業者及び農林漁業に関する団体（以下「農林漁業者等」という。）は、農林漁業に関する体験活動等が⾷に関す
る国⺠の関⼼及び理解を増進する上で重要な意義を有することにかんがみ、基本理念にのっとり、農林漁業に関する多様
な体験の機会を積極的に提供し、⾃然の恩恵と⾷に関わる⼈々の活動の重要性について、国⺠の理解が深まるよう努める
とともに、教育関係者等と相互に連携して⾷育の推進に関する活動を⾏うよう努めるものとする。

（⾷品関連事業者等の責務）
第⼗⼆条 ⾷品の製造、加⼯、流通、販売⼜は⾷事の提供を⾏う事業者及びその組織する団体（以下「⾷品関連事業者等」
という。）は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、⾃主的かつ積極的に⾷育の推進に⾃ら努めるとともに、国⼜
は地⽅公共団体が実施する⾷育の推進に関する施策その他の⾷育の推進に関する活動に協⼒するよう努めるものとする。

（国⺠の責務）
第⼗三条 国⺠は、家庭、学校、保育所、地域その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、⽣涯にわたり
健全な⾷⽣活の実現に⾃ら努めるとともに、⾷育の推進に寄与するよう努めるものとする。

（法制上の措置等）
第⼗四条 政府は、⾷育の推進に関する施策を実施するため必要な法制上⼜は財政上の措置その他の措置を講じなければな
らない。

（年次報告）
第⼗五条 政府は、毎年、国会に、政府が⾷育の推進に関して講じた施策に関する報告書を提出しなければならない。

第⼆章 ⾷育推進基本計画等

（⾷育推進基本計画）
第⼗六条 ⾷育推進会議は、⾷育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、⾷育推進基本計画を作成する
ものとする。

２ ⾷育推進基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
⼀ ⾷育の推進に関する施策についての基本的な⽅針
⼆ ⾷育の推進の⽬標に関する事項
三 国⺠等の⾏う⾃発的な⾷育推進活動等の総合的な促進に関する事項
四 前三号に掲げるもののほか、⾷育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

３ ⾷育推進会議は、第⼀項の規定により⾷育推進基本計画を作成したときは、速やかにこれを農林⽔産⼤⾂に報告し、及
び関係⾏政機関の⻑に通知するとともに、その要旨を公表しなければならない。

４ 前項の規定は、⾷育推進基本計画の変更について準⽤する。

（都道府県⾷育推進計画）
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第四章 ⾷育推進会議等

（⾷育推進会議の設置及び所掌事務）
第⼆⼗六条 農林⽔産省に、⾷育推進会議を置く。
２ ⾷育推進会議は、次に掲げる事務をつかさどる。
⼀ ⾷育推進基本計画を作成し、及びその実施を推進すること。
⼆ 前号に掲げるもののほか、⾷育の推進に関する重要事項について審議し、及び⾷育の推進に関する施策の実施を推進
すること。

（組織）
第⼆⼗七条 ⾷育推進会議は、会⻑及び委員⼆⼗五⼈以内をもって組織する。

（会⻑）
第⼆⼗⼋条 会⻑は、農林⽔産⼤⾂をもって充てる。
２ 会⻑は、会務を総理する。
３ 会⻑に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。

（委員）
第⼆⼗九条 委員は、次に掲げる者をもって充てる。
⼀ 農林⽔産⼤⾂以外の国務⼤⾂のうちから、農林⽔産⼤⾂の申出により、内閣総理⼤⾂が指定する者
⼆ ⾷育に関して⼗分な知識と経験を有する者のうちから、農林⽔産⼤⾂が任命する者

２ 前項第⼆号の委員は、⾮常勤とする。

（委員の任期）
第三⼗条 前条第⼀項第⼆号の委員の任期は、⼆年とする。ただし、補⽋の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
２ 前条第⼀項第⼆号の委員は、再任されることができる。

（政令への委任）
第三⼗⼀条 この章に定めるもののほか、⾷育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。

（都道府県⾷育推進会議）
第三⼗⼆条 都道府県は、その都道府県の区域における⾷育の推進に関して、都道府県⾷育推進計画の作成及びその実施の
推進のため、条例で定めるところにより、都道府県⾷育推進会議を置くことができる。

２ 都道府県⾷育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。

（市町村⾷育推進会議）
第三⼗三条 市町村は、その市町村の区域における⾷育の推進に関して、市町村⾷育推進計画の作成及びその実施の推進の
ため、条例で定めるところにより、市町村⾷育推進会議を置くことができる。

２ 市町村⾷育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市町村の条例で定める。

附 則 抄

（施⾏期⽇）
第⼀条 この法律は、公布の⽇から起算して⼀⽉を超えない範囲内において政令で定める⽇から施⾏する。

附 則 （平成⼆⼀年六⽉五⽇法律第四九号） 抄

（施⾏期⽇）
第⼀条 この法律は、消費者庁及び消費者委員会設置法（平成⼆⼗⼀年法律第四⼗⼋号）の施⾏の⽇から施⾏する。

附 則 （平成⼆七年九⽉⼀⼀⽇法律第六六号） 抄

（施⾏期⽇）
第⼀条 この法律は、平成⼆⼗⼋年四⽉⼀⽇から施⾏する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める⽇から施
⾏する。

⼀ 附則第七条の規定 公布の⽇

（⾷育基本法の⼀部改正に伴う経過措置）
第四条 この法律の施⾏の際現に第⼆⼗五条の規定による改正前の⾷育基本法第⼆⼗六条第⼀項の規定により置かれている
⾷育推進会議は、第⼆⼗五条の規定による改正後の⾷育基本法第⼆⼗六条第⼀項の規定により置かれる⾷育推進会議とな
り、同⼀性をもって存続するものとする。

（政令への委任）
第七条 附則第⼆条から前条までに定めるもののほか、この法律の施⾏に関し必要な経過措置は、政令で定める。
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和歌⼭県⾷育推進本部設置要綱
（⽬的）
第１条 ⾷育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、和歌⼭県⾷育推進
本部（以下「推進本部」という。）を設置する。

（所掌事務）
第２条 推進本部は、次に掲げる事項を所掌するものとする。
（１）⾷育の推進に関すること。
（２）その他⽬的を達成するために必要な事項
（組織）
第３条 推進本部は、別表第１に掲げる本部⻑、副本部⻑及び本部員をもって組織する。
２ 本部⻑は、必要に応じ臨時本部員を選任することができる。
（職務）
第４条 本部⻑は、推進本部を統括し、推進本部を代表する。
２ 副本部⻑は、本部⻑を補佐し、本部⻑が不在のときは、その職務を代理する。
（会議）
第５条 推進本部の会議は、本部⻑が招集し、会議の議⻑となる。
２ 本部⻑が必要と認めたときは、推進本部の会議に推進本部の構成員以外の者の出席を
求めることができる。

（幹事会）
第６条 推進本部に、事務を処理させるため、幹事会を置く。
２ 幹事会は、幹事⻑、副幹事⻑及び幹事をもって組織する。
３ 幹事⻑、副幹事⻑及び幹事は、別表第２に掲げる職にある者をもって充てる。ただし、
幹事⻑は、必要に応じ臨時幹事を選任することができる。

４ 前２条の規定は、幹事会について準⽤する。この場合において、これらの規定中「本
部⻑」とあるのは「幹事⻑」と、「副本部⻑」とあるのは「副幹事⻑」と、「推進本部」
とあるのは「幹事会」とそれぞれ読み替えるものとする。

（プロジェクトチーム）
第７条 幹事会に特定の事項を調査及び検討をするため、プロジェクトチームを置くこと
ができる。

２ プロジェクトチームの設置及び運営等に関し必要な事項は、幹事⻑が別に定める。
（庶務）
第８条 推進本部の庶務は、農林⽔産部農業⽣産局果樹園芸課において処理する。
（その他）
第９条 この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、別に定める。

附 則
この要綱は、平成１８年５⽉２９⽇から施⾏する。

附 則
この要綱は、平成１９年４⽉１⽇から施⾏する。

附 則
この要綱は、平成２０年４⽉１⽇から施⾏する。

附 則
この要綱は、平成２１年４⽉１⽇から施⾏する。

附 則
この要綱は、平成２３年４⽉１⽇から施⾏する。

附 則
この要綱は、平成２４年４⽉１⽇から施⾏する。

附 則
この要綱は、平成２８年４⽉１⽇から施⾏する。

附 則
この要綱は、平成２９年４⽉１⽇から施⾏する。
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別表第１（第３条関係）

本 部 ⻑ 副知事
副本部⻑ 農林⽔産部⻑
本 部 員 企画部⻑

環境⽣活部⻑
福祉保健部⻑
教育⻑

別表第２（第６条関係）

幹 事 ⻑ 農業⽣産局⻑
副幹事⻑ 果樹園芸課⻑
幹 事 ⽂化学術課⻑

循環型社会推進課⻑
⾷品・⽣活衛⽣課⻑
県⺠⽣活課⻑
⻘少年・男⼥共同参画課⻑
⼦ども未来課⻑
健康推進課⻑
⾷品流通課⻑
農業環境・⿃獣害対策室⻑
畜産課⻑
経営⽀援課⻑
⽔産振興課⻑
⽣涯学習課⻑
義務教育課⻑
健康体育課⻑
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和歌⼭県⾷育推進会議条例（和歌⼭県条例第79号）

（設置）
第１条 ⾷育基本法（平成１７年法律第６３号）第３２条第１項の規定に基づき、和歌⼭
県⾷育推進会議 （以下「推進会議」という。）を置く。
（組織）
第２条 推進会議は、委員２０⼈以内で組織する。
（委員）
第３条 委員は、⾷育に関し優れた識⾒を有する者のうちから、知事が任命する。
2 委員の任期は、２年とする。ただし、補⽋の委員の任期は、前任者の残任期間とす
る。

3 委員は、再任されることができる。
（会⻑及び副会⻑）
第４条 推進会議に、会⻑及び副会⻑１⼈を置く。
2 会⻑及び副会⻑は、委員の互選により定める。
3 会⻑は、会務を総理する。
4 副会⻑は、会⻑を補佐し、会⻑に事故があるとき、⼜は会⻑が⽋けたときは、その職
務を代理する。
（会議）
第５条 推進会議の会議は、会⻑が招集し、その議⻑となる。
2 推進会議の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。
3 推進会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議⻑の決する
ところによる。
（専⾨委員）
第６条 推進会議に、専⾨の事項を調査させるため必要があるときは、専⾨委員を置くこ
とができる。

2 専⾨委員は、当該専⾨の事項に関し優れた識⾒を有する者のうちから、知事が任命
する。

3 専⾨委員は、その者の任命に係る当該専⾨の事項に関する調査が終了したときは、
解任されるものとする。
（庶務）
第７条 推進会議の庶務は、農林⽔産部において処理する。
（委任）
第８条 この条例に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会⻑が推進
会議に諮って定める。

附 則
この条例は、公布の⽇※から施⾏する。

※公布・施⾏の⽇は平成１８年６⽉３０⽇
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和歌⼭県⾷育推進会議 委員

会 ⻑ ⼤ ⻄ 敏 夫 和歌⼭⼤学 経済学部 教授

副会⻑ ⼟ 井 有美⼦ 和歌⼭信愛⼥⼦短期⼤学 講師

委 員 津 村 知 代 和歌⼭県保育所連合会給⾷部会 会⻑

〃 ⼤ 橋 はるみ 和歌⼭県連合⼩学校⻑会 有功⼩学校⻑

〃 中 野 節 ⼦ 和歌⼭県私⽴幼稚園協会 雄湊幼稚園栄養⼠

〃 畑 中 ⼀ 浩 和歌⼭県栄養⼠会 会⻑

〃 ⽯ 本 佳寿美 和歌⼭県学校栄養⼠研究会 会⻑

〃 薮 江津⼦ 和歌⼭県漁協⼥性部連合会 副会⻑

〃 丹 ⽣ 孝 弘 和歌⼭県農業協同組合中央会 常務理事

〃 味 村 正 弘 和歌⼭県調理師会 副会⻑

〃 坂 ⼝ 富 ⼦ 和歌⼭県⾷⽣活改善推進協議会 副会⻑

〃 後 藤 明 ⼦ 和歌⼭県⽣活研究グループ連絡協議会 副会⻑兼会計

〃 ⻄ 宮 仁 史 NHK和歌⼭放送局 放送部⻑

〃 ⼭ ⽥ 統 之 株式会社オークワ 総務部⻑（〜平成29年12⽉13⽇）

坂 ⼝ 博 之 総務部⻑ 兼 環境対策室⻑
（平成29年12⽉14⽇〜）

〃 津 ⽥ 美 法 和歌⼭県⽣活協同組合連合会 わかやま市⺠⽣活協同組合 常任理事
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